
課コード: 043100 課名称: 保健福祉部長寿社会課平成24年度業務棚卸表

フルコスト(千円)

評価事業コード

評価事業名称

担当係政策体系コード

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称
事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
平成24年度事業量 平成23年度事業量 平成22年度事業量 平成21年度事業量

043100-001

地域密着型サービス事業

介護給付係01-02-01

介護予防の推進と介護サー
ビスの充実

01

ソフト事業（義務）

介護保険事業計画に基づく地域密着型サービスの推進、介護サービ
ス提供事業所の適正な運営。市町村許認可となった地域密着型サー
ビスについて、計画に基づくサービス量の提供及び施設整備の推
進、介護サービス提供事業所への指導を行うもの。

介護 法令の努力義務（自治事務）

第５期北上市介護保
険事業計画 655,174

地域密着型サービス事業

介護サービス提供
事業所

認可事業所
○認知症対応型通所介護５か所（うち新
規認定１）
○小規模多機能型居宅介護６か所
○認知症対応型共同生活介（グループ
ホーム）１６か所
○地域密着型特定施設入居者生活介
護施設１か所
○定期巡回・随時対応型訪問介護看護
１か所（２４年度新規認定）
○地域密着型介護老人福祉施設１か所

事業認可　17ヶ所 事業認可　15ヶ所、事業所指定　３ヶ所 事業認可　11ヶ所、事業所指定　５ヶ
所、更新５ヶ所

043100-001-01

043100-002

北上市社会福祉協議会運
営費補助金

高齢福祉係01-04-01

地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

06

負担金・補助金（ソ
フト事業）

社協の健全な運営を支援し、民間社会福祉活動の推進と充実を図
る。社協職員の人件費に充当

一般 法令に特に定めのないもの

56,181

北上市社会福祉協議会運
営費補助金

市民、北上市社会
福祉協議会

補助対象人員数　社協事務局職員14
名、支部職員13名

補助対象人員数　社協事務局職員14
名、支部職員13名

社協事務局職員14名、支部職員13名 社協事務局職員14名、支部職員13名043100-002-01

043100-003

北上市総合福祉センター運
営費補助金

高齢福祉係01-04-01
地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

06

負担金・補助金（ソ
フト事業）

福祉活動の拠点施設を円滑に運営し、民間福祉活動の推進と充実を
図る。センターの維持管理運営費

一般 法令に特に定めのないもの

14,329

北上市総合福祉センター
運営費補助金

利用者 総合福祉センター利用者20,833人
和賀町総合福祉センター 5,769人

総合福祉センター利用者20,371人和賀
町総合福祉センター 7,709人

利用者数20,446人 利用者数21,311人043100-003-01

043100-006

ふれあいのまちづくり事業
費補助金

高齢福祉係01-04-01

地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

06

負担金・補助金（ソ
フト事業）

高齢者、障害者等が住みなれた地域で生活できるよう、地域住民に
よる見守りの支援体制がつくられる。ふれあいまちづくり事業への補
助（出張理容、小地域ネットワーク等）

一般 法令に特に定めのないもの

第５次北上市高齢者
保健福祉計画 755

ふれあいのまちづくり事業
費補助金

高齢者及び障害者 出張理容延べ85人、小地域ネットワーク
35ネット、除雪事業545回

出張理容延べ144人、小地域ネットワー
ク54ネット・支援回数5,104回、除雪支援

出張理容155人、小地域ネットワーク212
ネット、除雪事業14支部

出張理容174人、小地域ネットワーク228
ネット、除雪事業14支部

043100-006-01

043100-008

ボランティア活動事業費補
助金

高齢福祉係01-04-02

地域福祉を担う人材の育成

06

負担金・補助金（ソ
フト事業）

啓発活動や研修を通して多くの市民がボランティア活動に参加、主体
的に活動を展開できるようにする。また、実践者の活動の充実強化
が図られる。ボランティア活動への補助

一般 法令に特に定めのないもの

第５次北上市高齢者
保健福祉計画 342

ボランティア活動事業費補
助金

市民、高齢者等 個人登録297人、中高生ボランティア講
座（２回76人）、キャップハンディ体験活
動（小学生等12回549人）、ハウスクリー
ニングプロジェクト（２地区4回39世帯小
中学生等延べ376人）

個人登録286人、中高生ボランテア講座
（２回40人）、キャップハンディ体験活動
（小学生等8回677人）、ハウスクリーニン
グプロジェクト（２地区4回40世帯小中学
生等延べ345人）

個人登録274人、保険加入2,741人、移
送サービス利用者453人、体験講座11
人、日曜大工6世帯、キャップハンディ
体験活動会数12回

個人登録268人、保険加入2,710人、移
送サービス利用者421人、体験講座12
人

043100-008-01

1/18 ページ



フルコスト(千円)

評価事業コード

評価事業名称

担当係政策体系コード

政策体系名称
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細事業コード
平成24年度事業量 平成23年度事業量 平成22年度事業量 平成21年度事業量

043100-009

地域福祉支援センター運営
事業

高齢福祉係01-04-01

地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

05

ソフト事業（任意）

支部ごとに支援センターを設置し、高齢者や障害者が住み慣れた地
域で自立して生活できるよう総合的に支援する。地域福祉活動、ふれ
あいデイサービス等の企画調整、福祉に関する情報提供

一般 法令に特に定めのないもの

1,061

地域福祉支援センター運
営事業

高齢者 市内ふれデイ開催数1,952回、延べ参
加者数（協力員含み)38,412人
地域福祉支援センター14支部

市内ふれデイ開催数1,949回、延べ参
加者数（協力員含み）39,396人地域福
祉支援センター14支部

地域福祉支援センター14支部 地域福祉支援センター14支部043100-009-01

043100-012

北上市民生児童委員協議
会運営費補助金

社会福祉係01-04-01
地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

06

負担金・補助金（ソ
フト事業）

市民に幸福感をもって生きがいのある人生を送ってもらえること。民
生委員児童委員協議会及び委員活動への補助

一般 法令に特に定めのないもの

15,999

北上市民生児童委員協議
会運営費補助金

民生委員・児童委
員

民生児童委員　201人
活動内容(住民の相談・支援、地域の実
態調査・把握、各種研修会の開催及び
参加)委員活動費、地区民児協活動費
の交付

民生児童委員　201人
活動内容(住民の相談・支援、地域の実
態調査・把握、各種研修会の開催及び
参加)委員活動費、地区民児協活動費
の交付

民生児童委員　201人
活動内容(住民の相談・支援、地域の実
態調査・把握、各種研修会の開催及び
参加)委員活動費、地区民児協活動費
の交付

民生児童委員　193人
活動内容(住民の相談・支援、地域の実
態調査・把握、各種研修会の開催及び
参加)委員活動費、地区民児協活動費
の交付

043100-012-01

043100-014

献血推進事業

社会福祉係01-04-01

地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

05

ソフト事業（任意）

市民の博愛精神をはぐくみ、ボランティアが増え、自然に行われるよ
うな社会を作る。献血制度の推進、普及啓発と献血者の確保

一般 法令に定めはあるが任意の自治事務

安全な血液製剤の安
定供給の確保等に関
する法律（血液法）

献血推進協議会運営
費補助金 2,814

献血推進事業

献血協力者 全血献血　3,033人
協力事業所(官公庁含み) 70社協力学
校 6校
成分献血　137人
協力事業所(官公庁含み)  1社

全血献血　2,866人
協力事業所(官公庁含み) 70社
協力学校 6校
成分献血　137人
協力事業所(官公庁含み)  1社

全血献血　2,930人
協力事業所(官公庁含み) 60社
協力学校 6校
成分献血　229人
協力事業所(官公庁含み)  4社

全血献血　3,189人
協力事業所(官公庁含み) 68社
協力学校 6校
成分献血　318人
協力事業所(官公庁含み)  5社

043100-014-01

043100-019

遺族会運営費補助金

社会福祉係01-04-01
地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

06

負担金・補助金（ソ
フト事業）

戦争のない平和な国の大切さを訴えること。遺族会会員の活動への
援助

一般 法令に特に定めのないもの

288

遺族会運営費補助金

遺族会会員 戦没者追悼式への協力及び参列
戦没者遺児による慰霊友好親善事業へ
の参加
遺族相互の援護及び研修

戦没者追悼式への協力及び参列
戦没者遺児による慰霊友好親善事業へ
の参加
遺族相互の援護及び研修

戦没者追悼式への協力及び参列
戦没者遺児による慰霊友好親善事業へ
の参加
遺族相互の援護及び研修

戦没者追悼式への協力及び参列
戦没者遺児による慰霊友好親善事業へ
の参加
遺族相互の援護及び研修

043100-019-01

043100-024

高齢者相談員設置

高齢福祉係01-02-03

高齢者への生活支援の充
実

05

ソフト事業（任意）

住民の不安解消、安心して生活するための助言。高齢者及び家族か
らの相談に対応する

一般 法令に特に定めのないもの

北上市高齢者相談員
設置規則

第５次北上市高齢者
保健福祉計画 2,345

高齢者相談員設置

高齢者 相談件数窓口、訪問等　計228件 相談件数窓口、訪問等　計100件 相談件数窓口、訪問等　計167件 相談件数窓口71件、訪問12件、電話
105件、他機関からの紹介12件、計206
件

043100-024-01

043100-027

要援護老人ホーム措置事業

高齢福祉係01-02-03
高齢者への生活支援の充
実

01

ソフト事業（義務）

要援護高齢者の心身の健康の保持及び生活の安定（家庭環境の調
整、身体的・精神的健康の保持、向上）させる。要援護高齢者の養護
老人ホームへの入所措置実施

一般 法令の実施義務（自治事務）

老人福祉法、北上市老
人福祉法施行細則

第５次北上市高齢者
保健福祉計画 115,701

要援護老人ホーム措置事
業

要援護高齢者 北星荘39人、宝寿荘3人、寿水荘1人　
措置者合計44人（25年3月末）

北星荘40人、宝寿荘3人、寿水荘1人　
合計44人（24年3月末）

北星荘40人、江寿園1人、宝寿荘4人　
合計45人（23年3月末）

北星荘39人、祥風苑1人、寿水荘1人、
江寿園1人、宝寿荘2人

043100-027-01
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フルコスト(千円)

評価事業コード

評価事業名称

担当係政策体系コード

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称 事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
平成24年度事業量 平成23年度事業量 平成22年度事業量 平成21年度事業量

043100-031

福祉ふれあいホットライン事
業

高齢福祉係01-02-03

高齢者への生活支援の充
実

05

ソフト事業（任意）

在宅のひとり暮らし高齢者等の安全の確保と不安の解消を図り、地
域のふれあいを深めることにより、福祉の増進に寄与する。ひとり暮
らし高齢者等に緊急通報装置を貸与し、これを北上地区消防組合消
防本部及び相談センター（長寿介護課高齢福祉係内）と直通電話回
線で結び、ひとり暮らし高齢者等の急病、火災等の緊急事態及び日
常生活における相談に対応する。

一般 法令に特に定めのないもの

北上市福祉ふれあい
ホットライン事業実施
要綱

第５次北上市高齢者
保健福祉計画 10,712

福祉ふれあいホットライン
事業

ひとり暮らしの病弱
な高齢者等

新規設置台数70台
3月末の貸与台数491台

貸与台数505台　 貸与台数482台
新規設置台数59台

貸与台数452台
新規設置台数45台

043100-031-01

043100-033

在宅老人日常生活用具給
付等事業

高齢福祉係01-02-03
高齢者への生活支援の充
実

05

ソフト事業（任意）

在宅高齢者の日常生活の便宜を図ることにより、安心した生活を実
現する。在宅高齢者に日常生活用具（老人電話、自動消火器、電磁
調理器）の貸与または給付をする。

一般 法令に特に定めのないもの

北上市在宅老人日常
生活用具給付等事業
実施要綱

第５次北上市高齢者
保健福祉計画

在宅老人日常生活用具給
付等事業

在宅高齢者 実績０件 火災報知器　３台 老人用電話器交換　１件 老人用電話撤去　１件
電磁調理器　　　１件

043100-033-01

043100-034

生活支援短期施設措置事
業

高齢福祉係01-02-03

高齢者への生活支援の充
実

01

ソフト事業（義務）

一時的に保護し今後の状況改善に向ける。介護保険非該当者で、体
調不良等により一時的に入所させ養護する

一般 法令に特に定めのないもの

生活支援短期施設措置事
業

６５歳以上の一人
暮らし、高齢者の
み世帯者

実績０件 実績０件 実績０件 実績０件043100-034-01

043100-036

在宅老人のための寝具洗
濯乾燥サービス事業(委託）

高齢福祉係01-02-03
高齢者への生活支援の充
実

05

ソフト事業（任意）

重い寝具を移動できないひとり暮らし高齢者や、寝たきり高齢者の介
護者の負担を軽減し、寝具の保健衛生の推進につなげる。サービス
利用対象者が使用している寝具（掛け布団、敷布団及び毛布）の洗
濯乾燥をする。

一般 法令に特に定めのないもの

北上市在宅老人寝具
洗濯乾燥サービス事
業実施要綱

第５次北上市高齢者
保健福祉計画 202

在宅老人のための寝具洗
濯乾燥サービス事業(委
託）

低所得の在宅高齢
者

・事業実施回数　２回
・利用人数　５人
・利用延べ人数　7人

・事業実施回数　２回
・利用人数　3人
・利用延べ人数　5人

・事業実施回数　２回
・利用人数　4人
・利用延べ人数　7人

・事業実施回数　２回
・利用実人数　７人
・利用延べ人数　10人

043100-036-01

043100-037

在宅老人生活費援助事業

高齢福祉係01-02-03

高齢者への生活支援の充
実

05

ソフト事業（任意）

低所得階層に属する在宅のひとり暮らし老人に対し、生活費（電話回
線基本料金、水道料基本料金等）の一部を援助することにより、老人
の日常生活の便宜を図り、健康で明るい生活を送ることを目的とす
る。一人暮しで在宅低所得の高齢者の生活費援助（電話回線基本
料、水道料金基本料等）をする。

一般 法令に特に定めのないもの

北上市在宅老人生活
費援助事業実施要綱

第５次北上市高齢者
保健福祉計画 367

在宅老人生活費援助事業

在宅高齢者 電話料金２人、水道料金１人 電話料金２人、水道料金１人 電話料金４人、水道料金３人 電話料金５人、水道料金４人043100-037-01

043100-038

高齢者バス運賃助成事業

高齢福祉係01-02-03
高齢者への生活支援の充
実

05

ソフト事業（任意）

高齢者の閉じこもりを防止し、社会参加の促進を図ると共に日常生活
の負担の軽減を図っる。バスを利用している一人暮らし高齢者等（一
部所得制限あり）に対し、バス運賃の一部を助成。　助成額は23年度
から一人あたり3,000円分（100円券30枚）

一般 法令に特に定めのないもの

北上市高齢者バス等
運賃助成事業実施要
綱

第５次北上市高齢者
保健福祉計画 5,752

高齢者バス運賃助成事業

在宅高齢者 バス助成券交付者　1,258人 バス助成券交付者　1,357人 バス券交付者1,425人
利用枚数（Ｈ22,4月～Ｈ23,3月
51,411枚×100円＝5,141,100円

バス券交付者1,240人
利用枚数（Ｈ21,4月～Ｈ22,3月)
48,423枚×100円＝4,842,300円

043100-038-01
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フルコスト(千円)

評価事業コード

評価事業名称

担当係政策体系コード

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称 事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
平成24年度事業量 平成23年度事業量 平成22年度事業量 平成21年度事業量

043100-039

長寿者祝福事業

高齢福祉係01-04-01

地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

05

ソフト事業（任意）

長寿を祝い敬老と高齢者福祉に理解を深める。・百歳の誕生日に市
長が対象者を訪問し祝福する。・地区及び老人福祉施設が主催する
敬老会で米寿対象者に祝い状を交付し祝福する。

一般 法令に特に定めのないもの

1,598

長寿者祝福事業

米寿及び百歳高齢
者

米寿対象者　396人
百歳対象者　18人

米寿対象者　380人
百歳対象者　19人

米寿対象者　339人
百歳対象者　10人

米寿対象者　326人
百歳対象者　12人

043100-039-01

043100-040

敬老会主催団体交付金

高齢福祉係01-04-01
地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

06

負担金・補助金（ソ
フト事業）

長寿を祝い世代間の交流を通して敬老と高齢者福祉に理解を深め
る。敬老会主催団体（北上市社会福祉協議会）に対し、敬老会（対象
者75歳以上)の運営費として、出席者数（見込）に応じ交付金を交付
する。

一般 法令に特に定めのないもの

5,122

敬老会主催団体交付金

北上市社会福祉協
議会、75歳以上高
齢者

対象人数　12,007人
参加率　36.9％
交付金額　4,568,000円

対象人数　11,763人
交付金額　4,665,000円

対象人数　11,331人
交付金額　10,000,000円

対象人数　10,995人
交付金額　10,000,000円

043100-040-01

043100-041

老人クラブ活動費補助金

高齢福祉係01-02-02

高齢者が活躍できる場の確
保

06

負担金・補助金（ソ
フト事業）

自らの教養を高め社会奉仕活動を通じて高齢者の社会活動の充実
を図る。老人クラブの活動費の一部を助成

一般 法令に特に定めのないもの

老人クラブ活動等事業
実施要綱（国）、老人ク
ラブ活動等社会活動促
進事業補助要綱（県）

第6次北上市高齢者保
健福祉計画 4,169

老人クラブ活動費補助金

60歳以上高齢者 102クラブ、会員数5,455人（24年４月）
友愛訪問活動267回、清掃奉仕1,297
回、地域見守り2,259回、教養講座開催
562回、スポーツ活動1,455回

103クラブ、会員数5,645人
友愛訪問活動378回、清掃奉仕1,284
回、地域見守り2,491回、教養講座開催
612回、スポーツ活動1,340回

106クラブ、会員数5,768人
友愛訪問活動425回、清掃奉仕1,139
回、地域見守り1,789回、教養講座開催
570回、スポーツ活動1,945回、その他
866回

107クラブ、会員数6,509人、生きがいづ
くり活動871回、健康づくり活動2,670
回、地域づくり活動619回、社会奉仕活
動2,718回、その他391回　

043100-041-01

043100-042

老人クラブ連合会運営費補
助金

高齢福祉係01-02-02
高齢者が活躍できる場の確
保

06

負担金・補助金（ソ
フト事業）

自らの教養を高め社会奉仕活動を通じて高齢者の社会活動の充実
を図る。老人クラブ連合会への活動支援

一般 法令に特に定めのないもの

老人クラブ活動等事業
実施要綱（国）、老人ク
ラブ活動等社会活動促
進事業補助要綱（県）

第５次北上市高齢者
保健福祉計画 1,831

老人クラブ連合会運営費
補助金

60歳以上高齢者 102クラブ、会員数5,455人
健康づくり（介護予防）事業5回、研修活
動5回、健康まつり1,000人

103クラブ、会員数5,645人
健康づくり（介護予防）事業17回、研修
活動5回、健康まつり950人

106クラブ、会員数5,768人
活動促進事業1回、健康づくり（介護予
防）事業4回、地域支え合い事業1回、特
別活動事業16回、その他（研修活動）5
回

107クラブ、会員数6,509人
会議等218人、研修会等330人、スポー
ツ関係1,209人、研修旅行279人、作品
展200人、健康まつり850人

043100-042-01

043100-045

県スポーツ大会参加、市ス
ポーツ大会開催事業

高齢福祉係01-02-01

介護予防の推進と介護サー
ビスの充実

05

ソフト事業（任意）

スポーツを通じ、活力とうるおいに満ちた長寿社会の形成に寄与す
る。市のシルバースポーツ大会の開催、県のシルバースポーツ大会
の参加支援をする。

一般 法令に特に定めのないもの

第５次北上市高齢者
保健福祉計画 704

県スポーツ大会参加、市
スポーツ大会開催事業

60歳以上高齢者 北上市大会参加者700人、県大会参加
者200人

北上市大会、県大会ともに中止 北上市大会参加者数736人、県大会参
加者数368人

北上市大会参加者数900人、県大会参
加者数250人

043100-045-01

043100-046

社会福祉法人利用者負担
軽減制度事業補助金

高齢福祉係01-02-01

介護予防の推進と介護サー
ビスの充実

06

負担金・補助金（ソ
フト事業）

低所得者の経済的負担が軽減され、在宅介護が継続できる。所得等
の要件により軽減対象者の認定を行う。サービス利用料の軽減を
行った社会福祉法人へ軽減額の一部を補助し、その補助額の４分の
３を県に補助請求する。

一般 法令に定めはあるが任意の自治事務

北上市社会福祉法人
利用者負担軽減制度
事業補助金交付要綱

第６次北上市高齢者
保健福祉計画 2,369
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フルコスト(千円)

評価事業コード

評価事業名称

担当係政策体系コード

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称 事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
平成24年度事業量 平成23年度事業量 平成22年度事業量 平成21年度事業量

社会福祉法人利用者負担
軽減制度事業補助金

要介護認定者、社
会福祉法人

2法人　対象者実数　48人 4法人　対象者実数　94人 対象者実数　76人 対象者実数　67人043100-046-01

043100-047

訪問入浴車サービス利用者
負担額減額事業

高齢福祉係01-02-03

高齢者への生活支援の充
実

05

ソフト事業（任意）

対象者の経済的負担が軽減され、在宅介護が継続する。事業の対
象者の世帯全員が市町村民税非課税の場合、自己負担分の10分の
４を市が負担する。

一般 法令に特に定めのないもの

北上市訪問入浴車
サービス利用者負担
額減額事業実施要綱

第５次北上市高齢者
保健福祉計画 478

訪問入浴車サービス利用
者負担額減額事業

介護保険サービス
対象者

認定者数25人 認定者数42人 対象者29人 対象者27人043100-047-01

043100-048

訪問介護利用者負担軽減
事業

高齢福祉係01-02-03

高齢者への生活支援の充
実

05

ソフト事業（任意）

低所得者の経済的負担が軽減され、在宅介護が継続できる。対象者
世帯の生計中心者が所得税非課税の場合、自己負担分の10分の４
を市が負担する。対象者の経済的負担が軽減され、在宅介護が継続
する。事業の対象者の世帯全員が市町村民税非課税の場合、自己
負担分の10分の４を市が負担する。

一般 法令に特に定めのないもの

北上市訪問介護利用
者負担額減額事業実
施要綱

第５次北上市高齢者
保健福祉計画 8,702

訪問介護利用者負担軽減
事業

要介護認定者 認定者数　304人 認定者数　336人 対象者実数　308人 対象者実数　271人043100-048-01

043100-052

ふれあいデイサービス事業

高齢福祉係01-02-02

高齢者が活躍できる場の確
保

05

ソフト事業（任意）

社会参加を促進し、孤独感の解消及び住み慣れた地域での自立生
活の助長を図る。ひとり暮らし高齢者等に対し、自治公民館等を活用
し介護予防の取り組みや啓発など各種サービスを提供

一般 法令に特に定めのないもの

10,794

ふれあいデイサービス事
業

在宅高齢者 市内全行政区138箇所、延べ開催回数
1,952回、延べ利用者29,003人、地域の
協力者延べ9,409人、合計参加者
38,412人

市内全行政区138箇所、延べ開催回数
1,949回、延べ利用者29,777人、地域の
協力者延べ9,619人、合計参加者
39,396人

市内全行政区138箇所、延べ開催回数
2,040回、延べ利用者数31,116人、協力
者9,578人

市内全行政区138箇所、延べ開催回数
2,432回、延べ利用者数49,955人、協力
者11,406人

043100-052-01

043100-059

高齢者ふれあい活動事業

高齢福祉係01-02-02

高齢者が活躍できる場の確
保

05

ソフト事業（任意）

ふれあいデイサービス会場で軽体操等を行い、介護予防を図る。戸
別訪問を行い、高齢者の閉じこもりを予防する。高齢者が要介護状
態に進行しないように、介護予防活動を実施

一般 法令に特に定めのないもの

7,034

高齢者ふれあい活動事業

在宅高齢者 活動員2人
ふれあいデイサービス派遣329回
訪問活動352回
関連予防活動479回

活動員2人
ふれあいデイサービス派遣313回
訪問活動376回
関連予防活動487回

活動員2人
ふれあいデイサービス派遣388回
訪問活動379回
関連予防活動411回

ふれあいデイサービス参加　902回
訪問
活動519回
関連予防活動902回

043100-059-01

043100-061

老人福祉センター等管理事
業

高齢福祉係01-02-02

高齢者が活躍できる場の確
保

02

施設管理・維持補
修事業

高齢者の健康増進と教養の向上を図る。老人福祉センターの管理運
営（指定管理委託）

一般 法令の努力義務（自治事務）

5,994

老人福祉センター等管理
事業

在宅高齢者 展勝園は閉館し、解体工事完了江釣子
老人福祉センター6,834人

展勝園利用者9,639人、江釣子老人福
祉センター5,934人

展勝園利用者9,818人、江釣子老人福
祉センター6,923人、老人憩いの家
1,156人、創作館1,220人、曽山老人福
祉センター2,682人

利用者数18,484人043100-061-01

043100-064

シルバー人材センター運営
費補助金

高齢福祉係01-02-02
高齢者が活躍できる場の確
保

06

負担金・補助金（ソ
フト事業）

高齢者の豊かな知識と経験を生かした就業の機会を確保し社会参加
による生きがいづくりを支援する。高齢者の知識と経験を生かした社
会参加による生きがいづくり等の推進を目的とする高年齢者等の雇
用の安定等に関する法律（高年齢者雇用安定法）に基づき設立され
た社団法人北上市シルバー人材センターを支援するため、国の高年
齢者就業機会確保事業等補助金に相当する額を補助する。

一般 法令の努力義務（自治事務）

高年齢者等の雇用の
安定等に関する法律 7,313
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フルコスト(千円)

評価事業コード

評価事業名称

担当係政策体系コード

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称 事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
平成24年度事業量 平成23年度事業量 平成22年度事業量 平成21年度事業量

シルバー人材センター運
営費補助金

高齢者 登録会員数485人（3月末）
受注件数　2,682件

登録会員数486人（3月末）
受注件数　2,647件

登録会員数492人（3月末）
受注件数　2,589件

登録会員数486人
受注件数　2,378件

043100-064-01

043100-069

特別養護老人ホーム八天の
里建設事業費補助金

高齢福祉係01-02-03

高齢者への生活支援の充
実

08

施設等整備事業
（負担金・補助金）

償還金に充当。施設整備事業費償還金の補助一般 法令の実施義務（自治事務）

北上市老人福祉施設
整備費等の助成に関
する基準

19,520

特別養護老人ホーム八天
の里建設事業費補助金

要介護認定者、　
博愛会

19,441千円の補助 19,991千円の補助 19,441千円の補助 38回の内29回償還043100-069-01

043100-070

特別養護老人ホームいいと
よ等建設費補助金

高齢福祉係01-02-03

高齢者への生活支援の充
実

08

施設等整備事業
（負担金・補助金）

償還金に充当。施設整備事業費償還金の補助一般 法令の実施義務（自治事務）

北上市老人福祉施設
整備費等の助成に関
する基準

15,415

特別養護老人ホームいい
とよ等建設費補助金

要介護認定者、平
和会

15,336千円の補助 15,533千円の補助 15,736千円の補助 20回の内8回償還043100-070-01

043100-072

わがの里デイサービスセン
ター・介護支援センター建設
整備事業費補助

高齢福祉係01-02-03

高齢者への生活支援の充
実

08

施設等整備事業
（負担金・補助金）

償還金に充当。施設整備事業費償還金の補助一般 法令の実施義務（自治事務）

北上市老人福祉施設
整備費等の助成に関
する基準

わがの里デイサービスセン
ター・介護支援センター建
設整備事業費補助

要介護認定者、和
江会　

23年度で償還完了 24,123千円の補助 24,826千円の補助 29回の内24回償還043100-072-01

043100-073

介護保険料賦課徴収業務

介護給付係01-02-01

介護予防の推進と介護サー
ビスの充実

01

ソフト事業（義務）

現年分100％賦課徴収。第１号被保険者に対し、８段階による介護保
険料を賦課し、徴収する。

介護 法令の実施義務（自治事務）

介護保険法

7,112

介護保険料賦課徴収業務

65歳以上 賦課人数22,566人
（第1段階298人、第2段階3,052人、特例
第3段階1,334人、第3段階1,278人、特
例第4段階5,326人、第4段階3,786人、
第5段階3,300人、第6段階2,138人、第7
段階1,748人、第8段階306人）

賦課人数　21,897人 賦課人数　21,459人 賦課人数　21,433人043100-073-01

納入奨励費

実績なし　０円 実績なし　０円 実績なし　０円 実績なし　０円043100-073-02

043100-074

介護保険料還付業務

介護給付係07-01-04
保健福祉部門（市民サービ
ス）

01

ソフト事業（義務）

過誤納金の遅滞ない還付。納めすぎた介護保険料を還付する。介護 法令の実施義務（自治事務）

介護保険法

1,306
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フルコスト(千円)

評価事業コード

評価事業名称

担当係政策体系コード

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称 事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
平成24年度事業量 平成23年度事業量 平成22年度事業量 平成21年度事業量

介護保険料還付業務

転出者等 還付件数975件（特別徴収還付901件、
普通徴収還付74件）

還付件数　1,020件 還付件数　770件 還付件数　773件043100-074-01

介護保険料還付加算金業
務

実績なし　０円 実績なし　０円 実績なし　０円 実績なし　０円043100-074-02

043100-075

介護保険料滞納対策業務

介護給付係01-02-01
介護予防の推進と介護サー
ビスの充実

01

ソフト事業（義務）

滞納分100％納付。未納者に対し納入相談を行う。介護 法令の実施義務（自治事務）

介護保険法

472

介護保険料滞納対策業務

保険料未納者 随時対応 随時対応 随時対応 随時対応043100-075-01

043100-076

介護保険被保険者証交付
業務

介護給付係01-02-01

介護予防の推進と介護サー
ビスの充実

01

ソフト事業（義務）

対象者に100％交付。65歳到達者に被保険者証を交付する。介護 法令の実施義務（自治事務）

介護保険法

10,596

介護保険被保険者証交付
業務

65歳到達者 65歳到達第1号被保険者資格取得交付
者1,350件

交付者数　随時　1,332人　 交付者数　随時　750人　 交付者数　随時　1,021人　043100-076-01

043100-077

介護保険普及制度啓発事
業

介護給付係01-02-01

介護予防の推進と介護サー
ビスの充実

01

ソフト事業（義務）

介護保険制度を理解してもらい有効なサービスを受給する。制度普
及のため説明会の開催、出前講座への出席

介護 法令の実施義務（自治事務）

介護保険法

828

介護保険普及制度啓発事
業

参加者 出前講座　６回開催 出前講座　　　　５回 地域福祉懇談会　14回
出前講座　　　　９回

地域福祉懇談会　14回
出前講座　　　　10回

043100-077-01

043100-078

介護保険事業計画策定業
務

介護給付係01-02-01

介護予防の推進と介護サー
ビスの充実

01

ソフト事業（義務）

平成24～26年度の介護保険事業の健全運営。介護保険法に規定す
る市町村介護保険事業計画として、第５期北上市介護保険事業計画
を策定するもの。

介護 法令の実施義務（自治事務）

介護保険法

介護保険事業計画策定業
務

被保険者 策定済みのため、実績なし 策定済みのため、実績なし 策定済みのため、実績なし043100-078-01

043100-079

介護保険料特別徴収各種
情報処理業務

介護給付係01-02-01

介護予防の推進と介護サー
ビスの充実

01

ソフト事業（義務）

適正な異動情報の提供。社会保険事務所及び地方公務員共済組合
に対し特別徴収対象者の異動情報を伝達する

介護 法令の実施義務（自治事務）

介護保険法

1,978

介護保険料特別徴収各種
情報処理業務

特別徴収対象者 月次報告、年次報告 月次報告、年次報告 月次報告、年次報告 月次報告、年次報告043100-079-01
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フルコスト(千円)

評価事業コード

評価事業名称

担当係政策体系コード

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称 事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
平成24年度事業量 平成23年度事業量 平成22年度事業量 平成21年度事業量

043100-080

介護保険運営協議会業務

介護給付係01-02-01

介護予防の推進と介護サー
ビスの充実

01

ソフト事業（義務）

適正な介護保険業務実施のために審議。介護保険運営協議会に関
する事務を行う

介護 法令の実施義務（自治事務）

介護保険法

619

介護保険運営協議会業務

運営委員 運営協議会開催　１回 運営協議会開催　０回　震災により 運営協議会開催　４回 運営協議会開催　４回043100-080-01

043100-081

財政安定化拠出金

介護給付係07-02-04
保健福祉部門（内部管理事
務）

01

ソフト事業（義務）

保険財政財源不足で借り入れの際の積立金。介護保険財政安定化
のための資金を拠出するもの。

介護 法令の実施義務（自治事務）

介護保険法

財政安定化拠出金

岩手県 Ｈ24は拠出金　０円 第４期計画期間は、拠出金０円 第４期計画期間は、拠出金０円 第４期計画期間は、拠出金０円043100-081-01

043100-082

介護給付費準備基金積立
金

介護給付係07-02-04

保健福祉部門（内部管理事
務）

01

ソフト事業（義務）

介護会計歳入不足のとき取り崩し充当する財源としたい。基金の運
用利息を積み立てする

介護 法令の実施義務（自治事務）

介護保険法

678

介護給付費準備基金積立
金

北上市 平成24年度積立額48,545円 平成23年度積立額　80,911,000円 平成22年度積立額　24,824,000円 平成21年度積立額　61,968,075円043100-082-01

043100-083

介護給付費国庫県負担金
返還金

介護給付係07-02-04

保健福祉部門（内部管理事
務）

04

負担金・補助金（義
務負担金）

給付実績により国県負担金を法に基づき返還する。平成23年度分の
国県負担金を精算し返還する。

介護 法令の実施義務（自治事務）

介護保険法

7,115

介護給付費国庫県負担金
返還金

国・県 国庫負担金精算分　2,957,105円
県負担金　3,528,502円

国庫負担金精算分　41,510,994円県負
担金　30,856,271円

国庫負担金精算分　31,943,944円県負
担金18,326,057円

国庫負担金精算分　31,033,535円県負
担金　10,695,970円

043100-083-01

043100-100

介護保険認定審査会業務

介護審査係01-02-01

介護予防の推進と介護サー
ビスの充実

01

ソフト事業（義務）

迅速及び正確な審査判定。要介護認定申請者に対し審査判定を行う介護 法令の実施義務（自治事務）

介護保険法

14,774

介護保険認定審査会業務

認定申請者 認定審査件数　3,708件 認定審査件数　3,908件 認定審査件数　3,908件 認定審査件数　3,763件043100-100-01

043100-101

介護保険認定調査業務

介護審査係01-02-01

介護予防の推進と介護サー
ビスの充実

01

ソフト事業（義務）

訪問調査等の迅速な実施。主治医意見書の早期回収、要介護認定
調査を行う。

介護 法令の実施義務（自治事務）

介護保険法

55,690

介護保険認定調査業務

認定申請者 認定調査件数　3,736件 認定調査件数　4,006件 認定調査件数　4,006件 認定調査件数　3,189件043100-101-01
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フルコスト(千円)

評価事業コード

評価事業名称

担当係政策体系コード

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称 事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
平成24年度事業量 平成23年度事業量 平成22年度事業量 平成21年度事業量

043100-102

老人ホーム入所に関する調
査、判定

高齢福祉係01-02-03

高齢者への生活支援の充
実

01

ソフト事業（義務）

・新たに措置しようとする者の要否の判定をする。・措置している者の
措置継続又は措置変更の要否の判定をする。・措置継続が不適当と
された者の在宅福祉対策事業等の利用検討をする。要援護高齢者
（65歳以上の者で、身体上もしくは精神上又は環境上の理由及び経
済的な理由により居宅での生活が困難な者）の養護老人ホームへの
入所措置等の判定を行う。

一般 法令の実施義務（自治事務）

老人福祉法、北上市老
人ホーム入所及び養
護委託判定委員会要
綱

第６次北上市高齢者
保健福祉計画 172

老人ホーム入所に関する
調査、判定

在宅高齢者 入所判定委員会開催回数　3回 入所判定委員会開催回数　3回 入所判定委員会開催回数　2回 入所判定委員会開催回数　3回043100-102-01

043100-103

ひとり暮らし高齢者の把握

高齢福祉係01-02-03
高齢者への生活支援の充
実

01

ソフト事業（義務）

実態の把握。10月1日付で一人世帯高齢者等の資料を作成する。一般 法令に特に定めのないもの

ひとり暮らし高齢者の把握

在宅高齢者 一人世帯数　3,529世帯（H24.9末）
65歳以上　21,623人

一人世帯数　　　　3,322世帯 一人世帯数　3,150世帯
夫婦のみ世帯数　　2,243世帯

一人世帯数2,975世帯
夫婦のみ世帯数　　2,182世帯

043100-103-01

043100-105

北上市福祉有償運送認定
事務

高齢福祉係01-02-03

高齢者への生活支援の充
実

05

ソフト事業（任意）

福祉有償運送の必要性を協議し利便と安全の確保を図る。運営協議
会は地域づくり課担当、長寿介護課は福祉有償運送利用申請者の
認定を行う。

一般 法令に特に定めのないもの

475

北上市福祉有償運送認定
事務

要援護高齢者 平成24年度の申請件数2１件
・社会福祉協議会　14件
・くちない 3件
・平和会 4件

平成23年度の申請件数
・社会福祉協議会　27件
・くちない 7件
・平和会　 1件

運送主体２団体、協議会開催１回043100-105-01

043100-107

介護保険会計繰出金

介護給付係07-02-04
保健福祉部門（内部管理事
務）

04

負担金・補助金（義
務負担金）

保険料の負担軽減。介護保険会計繰出金一般 法令の実施義務（自治事務）

介護保険法

806,707

介護保険会計繰出金

保険者 介護給付費の12.5％分が一般会計負
担金
繰入金806,628千円

介護給付費の12.5％分が一般会計負
担金
繰入金　735､314,791円

介護給付費の12.5％分が一般会計負
担金
繰入金　675,868,529円

介護給付費の12.5％分が一般会計負
担金
繰入金　675,868,529円

043100-107-01

043100-112

特別養護老人ホームさくら
爽建設整備事業費補助金

高齢福祉係01-02-03

高齢者への生活支援の充
実

08

施設等整備事業
（負担金・補助金）

建設整備費の充当。施設整備事業費の補助一般 法令の実施義務（自治事務）

北上市老人福祉施設
整備費等の助成に関
する基準

11,250

特別養護老人ホームさくら
爽建設整備事業費補助金

要介護認定者、　
清智会

11,171千円の補助 11,326千円の補助 11,484千円の補助 償還14回の内４回目043100-112-01

043100-115

障害者控除認定事務

介護審査係01-02-03

高齢者への生活支援の充
実

01

ソフト事業（義務）

事業対象者の税負担を軽減する。障害者手帳は持っていないが介護
保険認定を受けている高齢者等に対し、所得税法･地方税法の申告
での障害者控除をするための証明書を発行する。

一般 法令の実施義務（自治事務）

3,245

障害者控除認定事務

障害者手帳を持っ
ていない要介護認
定者

証明書発行　111件 証明書発行　103件 証明書発行　78件 証明書発行　65件043100-115-01
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フルコスト(千円)

評価事業コード

評価事業名称

担当係政策体系コード

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称 事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
平成24年度事業量 平成23年度事業量 平成22年度事業量 平成21年度事業量

043100-118

養護老人ホーム北星荘建設
整備事業費補助金

高齢福祉係01-02-03

高齢者への生活支援の充
実

08

施設等整備事業
（負担金・補助金）

建設整備費の充当。養護老人施設の整備。施設整備事業費の補助一般 （未入力）

第４次北上市高齢者
保健福祉計画 22,487

養護老人ホーム北星荘建
設整備事業費補助金

要介護認定者、　
立正会

22,408千円の補助 22,779千円の補助 23,154千円の補助 23,529千円の補助043100-118-01

043100-119

ケアハウス北星荘建設整備
事業費補助金

高齢福祉係01-02-03
高齢者への生活支援の充
実

08

施設等整備事業
（負担金・補助金）

老人福祉施設の建設整備費の充当。施設整備事業費の補助一般 （未入力）

第４次北上市高齢者
保健福祉計画 2,439

ケアハウス北星荘建設整
備事業費補助金

要介護認定者、　
立正会

2,360千円の補助 2,400千円の補助 2,440千円の補助 2,480千円の補助043100-119-01

043100-200

介護保険給付事業（施設介
護）

介護給付係01-02-01

介護予防の推進と介護サー
ビスの充実

01

ソフト事業（義務）

対象者への１００％給付。施設サービスに設定されている基準額の９
割給付事業

介護 法令の実施義務（自治事務）

介護保険法

2,330,360

介護保険給付事業（施設
介護）

介護認定者の施設
入所者

2,123,608,451円（100％給付） 2,052,700,843円（100％給付） 2,052,500,942円（100％給付） 2,063,071,025円（100％給付）043100-200-01

043100-201

介護保険給付業務（居宅介
護）

介護給付係01-02-01

介護予防の推進と介護サー
ビスの充実

01

ソフト事業（義務）

対象者への100％給付。居宅サービスに設定されている基準額の9割
給付

介護 法令の実施義務（自治事務）

介護保険法

2,519,287

介護保険給付業務（居宅
介護）

要介護認定者 2,222,122,203円（100％給付） 3,019,351,016円（100％給付） 2,851,022,989円（100％給付） 2,693,625,431円（100％給付）043100-201-01

043100-202

介護保険給付業務（介護予
防）

介護給付係01-02-01

介護予防の推進と介護サー
ビスの充実

01

ソフト事業（義務）

対象者への100％給付。居宅予防サービスに設定されている基準額
の９割給付

介護 法令の実施義務（自治事務）

介護保険法

270,175

介護保険給付業務（介護
予防）

要支援認定者 266,790,586円（100％給付） 255,359,791円（100％給付） 245,249,706円（100％給付） 220,483,371円（100％給付）043100-202-01

043100-203

介護保険給付業務（高額介
護サービス費）

介護給付係01-02-01

介護予防の推進と介護サー
ビスの充実

01

ソフト事業（義務）

対象者への１００％給付。高額介護サービスに設定されている上限額
を超えた費用について給付

介護 法令の実施義務（自治事務）

介護保険法

91,840

介護保険給付業務（高額
介護サービス費）

費用が上限額を超
えた介護認定者

95,457,789円（100％給付）
（高額介護サービス費90,080,141円、高
額医療合算介護サービス費5,377,648
円）

　81,160,863円（１００％給付） 　75,634,310円（１００％給付） 　71,435,010円（１００％給付）043100-203-01
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フルコスト(千円)

評価事業コード

評価事業名称

担当係政策体系コード

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称 事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
平成24年度事業量 平成23年度事業量 平成22年度事業量 平成21年度事業量

043100-204

介護保険給付業務（審査支
払手数料）

介護給付係01-02-01

介護予防の推進と介護サー
ビスの充実

01

ソフト事業（義務）

対象者分の１００％。国保連に支払う介護給付費の審査手数料（1件
当たり８８円）

介護 法令の実施義務（自治事務）

介護保険法

13,177

介護保険給付業務（審査
支払手数料）

介護サービス利用
者分

8,455,920円（96,103件分、100％給付） 　8,008,616円（91,022件分、100％給
付）

　7,898,940円（87,766件分、100％給
付）

　7,714,710円（85,719件分、100％給
付）

043100-204-01

043100-205

二次予防事業

地域包括支援
センター

01-02-01
介護予防の推進と介護サー
ビスの充実

01

ソフト事業（義務）

通所又は訪問により、要介護状態等となることの予防、要介護状態
等の軽減若しくは悪化防止。通所型介護予防事業（運動器の機能向
上、栄養改善、口腔機能の向上等の事業）、訪問型介護予防事業
（閉じこもり、認知症、うつ等の高齢者を対象に、保健師等による訪問
指導事業）、相談・指導事業の実施

介護 法令の実施義務（自治事務）

介護保険法

12,253

二次予防事業

二次予防事業対象
者（もっと元気高齢
者）

通所型介護予防事業：「もっと元気教
室」90回　参加者数　138人述べ　983人
「げんき歯つらつ講座」16回　参加者数
　33人　述べ　104人
訪問型介護予防事業：34人
実施
事業参加者数/二次予防事業対象
者数：11.9％（通所型介護予防事業参
加実人数＋訪問型介護予防事業実施
人数＝事業参加者数)
二次予防事業対象者数/１号被保険者
数（H24.3月末）：7.4％

通所型介護予防事業：102回
訪問型介護予防事業：45人に実施
事業参加者数/二次予防事業対象者
数：13.6％（通所型介護予防事業参加
実人数＋訪問型介護予防事業実施人
数＝事業参加者数）
二次予防事業対象者数/１号被保険者
数（H24.3月末）：7.4％

通所型介護予防事業：112回
事業参加者数/特定高齢者数：14.2％
特定高齢者数/１号被保険者数（H23.3
月末）：5.0％

通所型介護予防事業：85回
事業参加者数/特定高齢者数：16.6％
特定高齢者数/１号被保険者数（H22.3
月末）：3.9％

043100-205-01

043100-206

一次予防事業

地域包括支援
センター

01-02-01

介護予防の推進と介護サー
ビスの充実

01

ソフト事業（義務）

地域において自主的な介護予防活動が広く実施され、高齢者が積極
的にこれら活動に参加し、介護予防に向けた取組を実施する地域社
会を構築し、介護予防に関する知識の普及・啓発や地域における自
主的な介護予防活動の育成支援。地域介護予防活動支援事業（介
護予防に関するボランティア等の人材育成の研修や、地域活動組織
の育成支援）、介護予防普及啓発活動（介護予防に資する基本的知
識を普及啓発のため、健康教室の開催やリーフレット作成）を実施

介護 法令の実施義務（自治事務）

介護保険法

18,755

一次予防事業

在宅一般高齢者 ･介護予防講演会　2回　1,081名
・転倒予防フォーラム1回　630名
･介護予防教室　154回 2,194名
･ふれﾃﾞｲ等地域活動支援289回　3,986
名
･地域活動育成支援31回890人
･住民グループ支援　336名
･ふれあい活動員派遣　2名派遣
･日常生活関連動作訓練138箇所
･講師等派遣　618回

･介護予防講演会4回、890名
･介護予防教室　　159回　2,321名
･ふれﾃﾞｲ等地域活動支援 　279回
　3,905名
･地域活動育成支援　31回　890人
･住民グループ支援　335名
･ふれあい活動員派遣　2名派遣
･日常生活関連動作訓練：138箇所
･講師等派遣　519回

･介護予防講演会　14回　1,307名
･介護予防教室　　161回　2,437名
･ふれﾃﾞｲ等地域活動支援 　387回
　5,861名
･地域活動育成支援　19回　236人
･住民グループ支援　335名
･ふれあい活動員派遣　４名派遣
･日常生活関連動作訓練：138箇所
･講師等派遣　404回

･介護予防講演会　14回　1,307名
･介護予防教室　　187回　2,969名
･ふれﾃﾞｲ等地域活動支援 　387回
　5,861名
･地域活動育成支援　19回　236人
･住民グループ支援　335名
･ふれあい活動員派遣　４名派遣
･日常生活関連動作訓練：138箇所
･講師等派遣　404回

043100-206-01

043100-207

介護予防ケアマネジメント事
業

地域包括支援
センター

01-02-01

介護予防の推進と介護サー
ビスの充実

01

ソフト事業（義務）

自立保持のための身体的・精神的・社会的機能の維持向上。もっと
元気高齢者（二次予防事業対象者）それぞれのニーズに対応した各
種福祉・保健サービスの利用調整、介護予防プランの作成及び事後
評価

介護 法令の実施義務（自治事務）

介護保険法 介護保険事業計画

35,720

介護予防ケアマネジメント
事業

もっと元気高齢者
（二次予防事業対
象者）

プラン作成件数　０件
平成22年８月の改正により、必要と認め
られる方のみ介護予防ケアプランを作成
することとなったため、作成件数は減る
見込みです。

プラン作成件数　０件
平成22年８月の改正により、必要と認め
られる方のみ介護予防ケアプランを作成
することとなったため、作成件数は減る
見込みです。

特定高齢者プラン作成件数　149件プラ
ン作成者数/特定高齢者数＝14.2%

特定高齢者プラン作成件数　132件プラ
ン作成者数/特定高齢者数＝16.4%

043100-207-01
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フルコスト(千円)

評価事業コード

評価事業名称

担当係政策体系コード

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称 事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
平成24年度事業量 平成23年度事業量 平成22年度事業量 平成21年度事業量

043100-208

総合相談支援事業

地域包括支援
センター

01-02-01

介護予防の推進と介護サー
ビスの充実

01

ソフト事業（義務）

各種相談・支援・必要なサービスを提供する。初期段階での相談対
応、継続的・専門的な相談支援

介護 法令の実施義務（自治事務）

介護保険法

6,927

総合相談支援事業

在宅高齢者及び介
護家族

年間　1522件（8サブセンター及び委託
包括支援センター含）

年間　2003件（8サブセンター含） 年間　1984件（8サブセンター含） 年間　4354件（8サブセンター含）043100-208-01

043100-209

権利擁護事業

地域包括支援
センター

01-02-01
介護予防の推進と介護サー
ビスの充実

01

ソフト事業（義務）

高齢者が安心して地域で生活できるように支援をしたい。実態把握や
総合相談の過程で、特に虐待防止・早期発見・権利擁護(成年後見の
活用、老人福祉施設等への措置、消費者被害の防止)に対して専門
的に対応

介護 法令の実施義務（自治事務）

介護保険法

3,827

権利擁護事業

在宅高齢者および
家族

･関係団体ネットワーク会議　1回
･権利擁護講演会　1回　181名
･認知症啓発講座　９回　409名
･相談件数　36件（虐待疑い・日常生活
自立支援事業・消費者被害）

･関係団体ネットワーク会議　1回
･権利擁護講演会　1回　220名
･認知症啓発講座　15回　709名
･相談件数　34件（虐待疑い・日常生活
自立支援事業・消費者被害）

･関係団体ネットワーク会議　1回
･権利擁護講演会　1回　260名
･認知症啓発講座　10回　418名
･相談件数　61件（虐待疑い・日常生活
自立支援事業）

･関係団体ネットワーク会議　1回
･北上市における高齢者虐待防止
・対応マニュアルの作成・配布　500部
･権利擁護講演会　1回　260名
･認知症啓発講座　６回　284名
･相談件数　24件（虐待疑い
・日常生活自立支援事業）

043100-209-01

043100-210

包括的・継続的マネジメント
事業

地域包括支援
センター

01-02-01

介護予防の推進と介護サー
ビスの充実

01

ソフト事業（義務）

主治医、病院ケースワーカー、ケアマネジャー等との多種職協同、地
域の関係機関との連携により包括的・継続的なケアマネジメントを実
現する。地域のケアマネジャーに対し、日常的個別指導・相談業務、
支援困難事例等への指導・助言業務、医療機関を含めた関係機関と
の連携体制構築、ネットワーク形成

介護 法令の実施義務（自治事務）

介護保険法 介護保険事業計画

9,188

包括的・継続的マネジメン
ト事業

地域のケアマネ
ジャー

･連絡会議　12回
･ケアマネジメント支援会議　5回
･市内サービス一覧冊子作成

･連絡会議　12回
･ケアマネジメント支援会議　5回
･市内サービス一覧冊子作成

･連絡会議　12回
･ケアマネジメント支援会議　6回
･市内サービス一覧冊子作成

･連絡会議　12回
･ケアマネジメント支援　6回
･市内サービス一覧表冊子作成

043100-210-01

043100-211

介護給付等費用適正化事
業

介護給付係01-02-01
介護予防の推進と介護サー
ビスの充実

01

ソフト事業（義務）

効果的な利用やケアプラン作成に生かす。介護保険サービス利用者
に、実際に利用したサービスの内容を知らせるもの。

介護 法令の実施義務（自治事務）

介護保険法

1,657

介護給付等費用適正化事
業

介護保険利用者 介護給付費通知発送（2回）
○9月（1～6月利用分）2,689件
○2月（7～12月利用分）2,781件（どちら
も施設利用分は除く）

送付人数　5,230人（施設を除き、２回） 送付人数　4,855人（施設を除き、２回） 送付人数　4,610人（施設を除き、２回）043100-211-01

043100-212

家族介護支援事業

地域包括支援
センター

01-02-01

介護予防の推進と介護サー
ビスの充実

01

ソフト事業（義務）

介護者の身体的、経済的負担の軽減を図るとともに、要介護者の在
宅生活の継続及び向上を図る。要介護者を在宅で介護している家族
に対して、介護用品や介護慰労金を支給する。

介護 法令に定めはあるが任意の自治事務

介護保険法 介護保険事業計画

5,554

家族介護支援事業

要介護３・４・５野方
を介護する家族

・介護用品支給事業
支給対象者89人
支給枚数　3,548枚
支払金額　3,538,279円
・家族介護慰労金　申請者5人
要介護3　1人
要介護4　2人
要介護5　2人
支払金額　354,644円

・介護用品支給事業
支給対象者81人
支給枚数　3,121枚
支払金額　3,118,433円
・家族介護慰労金　申請者3人
要介護3　1人
要介護4　1人
要介護5　1人
支払金額250,000円

・介護用品支給事業
支給対象者61人
支給枚数　3,3０９枚
支払金額　2,871,132円
・家族介護慰労金　申請者2人
　要介護４　2人　
　支払金額200,000円

・介護用品支給事業　申請者45人
　支給枚数　3354枚
　支払金額　2,720,615円
・家族介護慰労金　申請者1人
　要介護４　３人　300,000円

043100-212-01
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フルコスト(千円)

評価事業コード

評価事業名称

担当係政策体系コード

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称 事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
平成24年度事業量 平成23年度事業量 平成22年度事業量 平成21年度事業量

043100-213

成年後見制度利用支援事
業（介護）

地域包括支援
センター

01-02-01

介護予防の推進と介護サー
ビスの充実

01

ソフト事業（義務）

低所得のために成年後見制度を利用できない高齢者へ費用等の支
援を行う。成年後見制度の利用が必要であるにもかかわらず低所得
のため利用できない費用等を助成する。また、成年後見制度利用促
進のため、周知用のパンフレットを配布する。

介護 法令の実施義務（自治事務）

介護保険法

978

成年後見制度利用支援事
業（介護）

支援を受けなけれ
ば成年後見制度を
利用でき

･市長申立　0件
･成年後見制度に関する相談59件（サブ
センター及び委託包括支援センター含）

･市長申立　0件
･成年後見制度に関する相談　31件（サ
ブセンター含）

･市長申立　0件
･成年後見制度に関する相談　66件（サ
ブセンター含）

･市長申立　0件
･成年後見制度に関する相談　20件

043100-213-01

043100-215

利子償還費

介護給付係07-03-01
その他（その他）

01

ソフト事業（義務）

不測の事態に借入を実施した際の利子償還介護 法令の実施義務（自治事務）

介護保険法

利子償還費

実績なし　０円 実績なし　０円 実績なし　０円043100-215-01

043100-300

地域福祉基金積立金

社会福祉係01-02-03

高齢者への生活支援の充
実

05

ソフト事業（任意）

地域福祉基金へ積立。地域福祉寄付金の積立一般 法令に特に定めのないもの

1,648

地域福祉基金積立金

要援護高齢者 1,568千円積立 1,817千円積立 1,164千円積立 47,421千円積立043100-300-01

043100-301

民生委員、児童委員活動事
業

社会福祉係01-04-01

地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

01

ソフト事業（義務）

民生委員・児童委員が活動を展開するため、各種研修等の充実を図
り、必要な知識・技術等を習得し、委員の資質向上に努める。民生児
童委員協議会、委員への支援及び協力

一般 法令の実施義務（自治事務）

民生委員法、民生委員
法施行令、児童福祉法 3,667

民生委員、児童委員活動
事業

民生委員・児童委
員

民生児童委員　 201人
地区民児協会議延べ開催回数 120回
相談・支援件数　10,083件、調査・実態
把握等活動件41,676件
、訪問回数50,666回、連絡調整回数
　20,437回、活動日数　37,723日

民生児童委員　 201人
地区民児協会議延べ開催回数 120回　
相談・支援件数　9,877件
調査・実態把握等活動件数　41,441件
訪問回数　56,975回
連絡調整回数　21,822回
活動日数　37,126日

民生児童委員　 201人
地区民児協会議延べ開催回数 120回　
相談・支援件数　9,877件
調査・実態把握等活動件数　41,441件
訪問回数　56,975回
連絡調整回数　21,822回
活動日数　37,126日

民生児童委員　 193人
地区民児協会議延べ開催回数 120回
相談・支援件数　9,668件
調査・実態把握等活動件数　40,136件
訪問回数　50,467回
連絡調整回数　20,465回
活動日数　35,590日

043100-301-01

043100-301

介護サービス総務事業

地域包括支援
センター

01-02-01

介護予防の推進と介護サー
ビスの充実

01

ソフト事業（義務）

身体状況及び認知機能の現状維持・悪化防止。予防給付ケアプラン
作成管理

介護サ 法令の実施義務（自治事務）

介護保険法

7,651

介護サービス総務事業

要支援1、要支援2
の予防給付対象者

予防給付件数　602件
直営包括支援センター件数　218件
委託包括支援センター件数　384件（平
成25年２月審査分）

予防給付件数　615件
包括支援センター給付件数　189件
居宅支援事業所委託件数　　426件（平
成24年３月審査分）

予防給付件数　592件
包括支援センター給付件数　183件
居宅支援事業所委託件数　　409件（平
成23年３月審査分）

予防給付ケアプラン作成件数406件（4
月委託料支払分）

043100-301-01

043100-302

予防給付ケアプラン作成事
業

地域包括支援
センター

01-02-01
介護予防の推進と介護サー
ビスの充実

01

ソフト事業（義務）

身体状況及び認知機能の現状維持・悪化防止。介護予防支援（予防
給付ケアプラン作成）

介護サ 法令の実施義務（自治事務）

介護保険法

26,113
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フルコスト(千円)

評価事業コード

評価事業名称

担当係政策体系コード

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称 事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
平成24年度事業量 平成23年度事業量 平成22年度事業量 平成21年度事業量

予防給付ケアプラン作成
事業

要支援1及び要支
援2の予防給付対
象者

予防給付件数　218件
包括支援センター給付件数　139件
居宅支援事業所委託件数 79件
（平成25年２月審査分）
予防給付件数　616件
包括支援センター給付件数　171件
居宅支援事業所委託件数445件
（平成25年１月審査分）
平成25年１月から包括支援センターを３
か所委託したため、件数が減っている。

予防給付件数　615件
包括支援センター給付件数　189件居
宅支援事業所委託件数　　426件（平成
24年３月審査分）

予防給付件数　592件
包括支援センター給付件数　183件居
宅支援事業所委託件数　　409件（平成
23年３月審査分）

予防給付ケアプラン作成件数406件（4
月委託料支払分）

043100-302-01

043100-303

北上市民生委員推薦会

社会福祉係01-04-01
地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

01

ソフト事業（義務）

民生委員・児童委員の一斉改選に伴い、推薦基準により推薦者を決
定し、県に対して進達を行う。一斉改選に伴う民生委員・児童委員の
推薦

一般 法令の実施義務（自治事務）

民生委員法

1,888

北上市民生委員推薦会

推薦会委員 推薦委員委嘱　７人(任期３年)
委員長選任、職務代理者指定
推薦会開催回数　３回（年度途中異動
　３人）
持ち回り審査実施回数　０回

推薦委員委嘱　７人(任期３年)
委員長選任、職務代理者指定推薦会開
催回数　０回
（年度途中異動　０人）持ち
回り審査実施回数　０回

推薦委員委嘱　７人(任期３年)
委員長選任、職務代理者指定推薦会開
催回数　２回（年度途中異動　０人）持ち
回り審査実施回数　５回

推薦委員委嘱　７人(任期３年)
委員長選任、職務代理者指定推薦会開
催回数　１回（年度途中異動　０人）持ち
回り審査実施回数　２回

043100-303-01

043100-303

地域介護・福祉空間整備等
補助金

介護給付係01-02-03

高齢者への生活支援の充
実

08

施設等整備事業
（負担金・補助金）

要支援要介護者に通所・訪問・短期入所のサービスを同一施設で提
供する。介護保険事業計画に基づき施設整備を進めるもの。

一般 法令に特に定めのないもの

地域介護・福祉空間整備
等補助金

介護サービス提供
事業者

実績なし 実績なし グループホーム　　　　　２ヶ所 グループホーム　　　　　２ヶ所043100-303-01

043100-305

献血推進協議会運営費補
助金

社会福祉係01-04-01
地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

06

負担金・補助金（ソ
フト事業）

市民の博愛精神を育み、ボランティアが増え、自然に行われるような
社会を作る。献血制度の推進、普及啓発と献血者の確保

一般 法令に定めはあるが任意の自治事務

安全な血液製剤の安
定供給の確保等に関
する法律（血液法）

258

献血推進協議会運営費補
助金

市民 全血献血 3,033人
成分献血 77人
イベント献血
・クリスマス196人
・バレンタイン　101人

全血献血 2,866人
成分献血 119人
節目回数献血者表彰(初回、20回、40
回・・・)　382人
イベント献血
・クリスマス141人
・バレンタイン　 73人

全血献血 2,930人
成分献血 229人
節目回数献血者表彰(初回、20回、40
回・・・)　579人
イベント献血
・クリスマス151人
・バレンタイン　104人

全血献血 3,189人　成分献血 318人
節目回数献血者表彰(初回、20回、40
回・・・)　538人
イベント献血
・クリスマス173人
・バレンタイン　124人

043100-305-01

043100-306

日赤岩手県支部北上市地
区事業

社会福祉係01-04-01

地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

01

ソフト事業（義務）

世界の平和と人類の福祉に貢献するために、一般社資及び法人募
集を行う。各種団体への支援及び協力（事務局を受け持ち）

一般 法令の努力義務（自治事務）

5,145

日赤岩手県支部北上市地
区事業

社員、各種団体の
会員

一般社資金額　 11,957,351円
法人社資金額　  3,087,533円

一般社資金額　 12,604,172円
法人社資金額　  3,371,159円

一般社資金額　 12,265,293円
法人社資金額　  2,810,922円

一般社資金額　 12,265,293円
法人社資金額　  2,810,922円

043100-306-01

043100-307

戦傷病者戦没者遺族等援
護事業（戦没者追悼）

社会福祉係01-04-01

地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

01

ソフト事業（義務）

国の国家補償の精神に基づき、戦没者遺族等の援護と処遇の改善
を図る。戦傷病者戦没者遺族等の年金請求事務、手帳交付、補装具
交付、特別弔慰金、特別給付金関係請求

一般 法令の実施義務（自治事務）

恩給法、戦傷病者戦没
者遺族等援護法、戦傷
病者特別援護法

1,470
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フルコスト(千円)

評価事業コード

評価事業名称

担当係政策体系コード

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称 事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
平成24年度事業量 平成23年度事業量 平成22年度事業量 平成21年度事業量

戦傷病者戦没者遺族等援
護事業（戦没者追悼）

戦傷病者及び戦没
者の遺族等

戦傷病者等の妻に対する特別給付金国
債請求事務　2件
北上西和賀地区戦没者追悼式の開催
　312人参列
戦没者追悼行事への参列
・全国戦没者追悼式 3人
・岩手県戦没者追悼式　30人
市内各地区戦没者追悼式へ追悼のこと
ば(市長)送付

・戦没遺族特別弔慰金国債請求事務65
件
・北上西和賀地区戦没者追悼式の開催
　遺族ほか　293人参列
・戦没者追悼行事への参列
　全国戦没者追悼式　1人
　岩手県戦没者追悼式　29人
　市内各地区戦没者追悼式へ追悼のこ
とば(市長)送付

・戦没遺族特別弔慰金国債請求事務65
件
・北上西和賀地区戦没者追悼式の開催
　遺族ほか　320人参列
・戦没者追悼行事への参列
　全国戦没者追悼式　１人
　岩手県戦没者追悼式　29人
　市内各地区戦没者追悼式へ追悼のこ
とば(市長)送付

・戦没遺族特別弔慰金国債請求事務35
件
・北上西和賀地区戦没者追悼式の開催
　遺族ほか　312人参列
・戦没者追悼行事への参列
　全国戦没者追悼式　２人
　岩手県戦没者追悼式　34人
　市内各地区戦没者追悼式へ追悼のこ
とば(市長)送付

043100-307-01

043100-307

地区民生委員推薦委員会
事務費交付金

社会福祉係01-04-01
地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

01

ソフト事業（義務）

一斉改選時に、地区民生委員推薦委員会にて候補者を決定する。平
成24年度は民生児童委員一斉改選の年ではないため候補者推薦の
ための地区民生委員推薦委員会開催の事務費は交付しない。

一般 法令に特に定めのないもの

北上市民生委員推薦
会

地区民生委員推薦委員会
事務費交付金

地区民生委員推薦
委員会(10地区)

H24年度事業実績なし。 なし043100-307-01

043100-309

行旅病人、行旅死亡人等取
扱事業

社会福祉係01-02-05

生活困窮者への支援

01

ソフト事業（義務）

無縁仏等の適正管理と市民生活の安定。無縁仏の管理等への報酬
及び行旅人等が死亡した際の一連の処理、行旅人等が来北した際
に、旅費及び食事代を貸与

一般 法令の実施義務（自治事務）

行旅病人及び行旅死
亡人取扱法 533

行旅病人、行旅死亡人等
取扱事業

行旅病人及び行旅
死亡人、無縁仏

無縁仏20体の管理
行旅人旅費貸付件数　41件
行旅人旅費貸付合計金額15,550円

無縁仏20体の管理
行旅人旅費貸付件数　26件
行旅人旅費貸付合計金額　11,420円

無縁仏20体の管理
行旅人旅費貸付件数　47件
行旅人旅費貸付合計金額　19,770円

無縁仏20体の管理
行旅人旅費貸付件数　66件
行旅人旅費貸付合計金額　25,020円

043100-309-01

043100-310

北朝鮮拉致問題窓口対応
事業

社会福祉係07-01-04

保健福祉部門（市民サービ
ス）

01

ソフト事業（義務）

関係法令の周知。北朝鮮拉致に関する窓口対応（拉致に係る人権、
全体的支援対策を除く）

一般 法令の実施義務（自治事務）

北朝鮮当局によって拉
致された被害者等の支
援に関する法律

79

北朝鮮拉致問題窓口対応
事業

拉致被害者 関係法令の周知 関係法令の周知 関係法令の周知 関係法令の周知043100-310-01

043100-310

介護従事者処遇改善臨時
特例基金積立金

介護給付係07-02-04

保健福祉部門（内部管理事
務）

01

ソフト事業（義務）

第１号被保険者の介護保険料の軽減を図る。介護従事者処遇改善
臨時特例交付金により基金を創設し、第５期計画期間の保険料の軽
減を図る。

介護 （未入力）

157

介護従事者処遇改善臨時
特例基金積立金

北上市 平成23年度末で解散し、介護給付費充
当分13,554,666円、事務費分2,010,334
円取崩し。
事務費分のみＨ24国へ返還。

利息積立4,22615円
基金取崩　15,565,000円

利息積立　24,769円
基金取崩　14,249,346円

利息積立47,519円
基金取崩　15,043,566円

043100-310-01

043100-311

社会福祉法人指導監督事
業

社会福祉係01-04-01

地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

01

ソフト事業（義務）

福祉サービスを行う事業所の適正な運営を確保することにより、市民
が確実かつ質の高い福祉サービスを受けるられるようになる。市内で
事業を行う社会福祉法人に関する認可等事務、指導監査

一般 （未入力）

1,425

社会福祉法人指導監督事
業

事業所 次年度の事業開始に向けての準備043100-311-01
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フルコスト(千円)

評価事業コード

評価事業名称

担当係政策体系コード

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称 事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
平成24年度事業量 平成23年度事業量 平成22年度事業量 平成21年度事業量

043100-311

地域自立生活支援事業

地域包括支援
センター

01-02-01

介護予防の推進と介護サー
ビスの充実

01

ソフト事業（義務）

食事の調理が困難な者に配食サービスを行い、自立生活の支援を
する。市内社会福祉法人に委託し、食事を配達と見守りを実施するこ
ととし、配食費用の一部を補助する。

介護 法令に定めはあるが任意の自治事務

介護保険法 介後保険事業計画

8,613

地域自立生活支援事業

65歳以上で調理が
困難な市内に居住
するもの

配食提供数：1,380食/月（平成25年２月
提供分まで）

配食提供数：1,269食/月 配食提供数：1,203食/月 配食提供数：1,123食043100-311-01

043100-312

社会福祉統計事業

社会福祉係07-01-04
保健福祉部門（市民サービ
ス）

01

ソフト事業（義務）

行政の実態を数量的に把握して、国及び地方公共団体の社会福祉
行政運営のための基礎資料を得る。福祉行政報告例、民生児童委
員活動実績報告、厚生労働省の国民生活基礎調査・所得調査等の
統計調査

一般 法令の実施義務（自治事務）

地方自治法、社会福祉
関係諸法 79

社会福祉統計事業

市民 福祉行政報告例の総括(報告は各担当
係において処理)
民生児童委員活動実績報告　年１回

福祉行政報告例の総括(報告は各担当
係において処理)
民生児童委員活動実績報告　年１回

福祉行政報告例の総括(報告は各担当
係において処理)
民生児童委員活動実績報告

福祉行政報告例の総括(報告は各担当
係において処理)
民生児童委員活動実績報告

043100-312-01

043100-312

支援事業交付金（介護予防
事業）支払基金返還金

介護給付係07-02-04

保健福祉部門（内部管理事
務）

04

負担金・補助金（義
務負担金）

実績額に係る交付金が当該年度分と相殺できる程度に交付申請す
る。前年度の実績により、当年度分の２か月分で相殺できない場合
は返還するものである。

介護 （未入力）

2,289

支援事業交付金（介護予
防事業）支払基金返還金

被保険者 平成23年度分の返還金無し 平成22年度分の返還金　3,130,943円043100-312-01

043100-314

福祉の概要

社会福祉係07-01-04

保健福祉部門（市民サービ
ス）

01

ソフト事業（義務）

業務結果・成果の確認・集計及び行政資料の作成。福祉の概要発行
事業

一般 法令に特に定めのないもの

475

福祉の概要

市関係課等 年1回作成043100-314-01

043100-314

災害時要援護者登録事業

社会福祉係01-04-01

地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

05

ソフト事業（任意）

災害時に自力で避難することが難しい一人暮らし高齢者や高齢者の
みの世帯、障がい者等要援護者の情報を消防、自主防災組織、民生
委員、地域支援者等で共有し、避難支援や安否確認に備えるほか、
日常の見守り体制を整備する。要援護者からの申し込みを受けて、
要援護者登録台帳を整備し、関係者間で台帳情報を共有する。

一般 法令に特に定めのないもの

北上市地域福祉計画

950

災害時要援護者登録事業

高齢者、障がい者
等

平成24年９月現在登録者数　641人 平成23年９月現在登録者数　612人 平成22年８月現在登録者数　590人043100-314-01

043100-315

介護サービス施設等整備臨
時特例事業費補助金

介護給付係01-02-03

高齢者への生活支援の充
実

08

施設等整備事業
（負担金・補助金）

要支援者・要介護者への介護サービス提供機会を拡大する。第５期
介護保険事業計画に基づき施設整備を進める。スプリンクラー整備
を進める。

一般 法令に特に定めのないもの

3,245

介護サービス施設等整備
臨時特例事業費補助金

介護サービス提供
事業者

実績なし。（Ｈ24県協議実施。Ｈ25再度
協議予定）

スプリンクラー整備：２か所
施設改修：３か所

グループホーム　　２ヶ所 グループホーム　　２ヶ所
小規模多機能
施設　１ヶ所

043100-315-01
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フルコスト(千円)

評価事業コード

評価事業名称

担当係政策体系コード

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称 事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
平成24年度事業量 平成23年度事業量 平成22年度事業量 平成21年度事業量

043100-316

施設開設準備経費助成特
別対策事業費補助金

介護給付係01-02-03

高齢者への生活支援の充
実

08

施設等整備事業
（負担金・補助金）

円滑な開設のために、早期から開設準備経費を助成し、体制整備を
支援するもの。介護サービス施設等整備臨時特例事業費補助金で
施設整備した事業者に助成定員１人当り　６０万円を限度とする

一般 法令に特に定めのないもの

3,245

施設開設準備経費助成特
別対策事業費補助金

介護サービス施設
を整備した事業者

実績なし。（Ｈ24県協議実施。再度Ｈ25
協議予定）

実績なし グループホーム　２ヶ所 グループホーム　２ヶ所043100-316-01

043100-318

介護人材育成事業（緊急雇
用対策）

介護給付係01-02-01
介護予防の推進と介護サー
ビスの充実

06

負担金・補助金（ソ
フト事業）

介護従事者の人材不足の解消。介護従事者の人材不足を解消する
ため、働きながらホームヘルパー２級の資格を取得させることを目的
として、介護サービス事業者において期間を定め失業離職者を雇用
する。

一般 法令に特に定めのないもの

9,712

介護人材育成事業（緊急
雇用対策）

ヘルパー２級資格
を取得しようとする
離職者

雇用者数　６人 雇用者数　11人 雇用者数　４人043100-318-01

043100-321

旧民生施設解体整備事業

高齢福祉係06-05-02

財政健全化の推進

02

施設管理・維持補
修事業

展勝園解体一般 （未入力）

15,544

旧民生施設解体整備事業

高齢者 解体完了。事業費15,070千円 未実施043100-321-01

043100-321

災害援護資金等貸付金利
子補給補助金

社会福祉係01-04-01

地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

05

ソフト事業（任意）

被災者の経済的負担の軽減を図る。災害援護資金や生活復興支援
資金の貸付を受けた方の利子額について、申請により補助する。

一般 法令に特に定めのないもの

870

災害援護資金等貸付金利
子補給補助金

市民 １名の利子額を補助043100-321-01

043100-322

介護保険事業費国庫負担
金返還金

介護給付係07-02-04

保健福祉部門（内部管理事
務）

04

負担金・補助金（義
務負担金）

介護保険事業費補助金の交付額確定にともなう返還金介護 法令の実施義務（自治事務）

52

介護保険事業費国庫負担
金返還金

52,000円043100-322-01

043100-323

介護保険災害臨時特例国
庫補助金返還金

介護給付係07-02-04

保健福祉部門（内部管理事
務）

04

負担金・補助金（義
務負担金）

介護保険災害臨時特例国庫補助金の交付額確定による返還金介護 法令の実施義務（自治事務）

8

介護保険災害臨時特例国
庫補助金返還金

8,000円043100-323-01
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フルコスト(千円)

評価事業コード

評価事業名称

担当係政策体系コード

政策体系名称

事業類型CD

事業類型

会計区分
事業の目的と概要

細事業名称 事業の対象

法令の根拠区分

法令等の名称 関連計画名

細事業コード
平成24年度事業量 平成23年度事業量 平成22年度事業量 平成21年度事業量

043100-324

介護従事者処遇改善臨時
特例基金返還金

介護給付係07-02-04

保健福祉部門（内部管理事
務）

04

負担金・補助金（義
務負担金）

平成20年度介護従事者処遇改善臨時特例交付金の基金解散に伴う
国庫納付金

介護 法令の実施義務（自治事務）

2,010

介護従事者処遇改善臨時
特例基金返還金

2,010,334円043100-324-01

043100-601

災害救助法事務

社会福祉係01-04-01
地域で支えあう福祉サービ
スの仕組みづくり

01

ソフト事業（義務）

被災者の保護と市民生活の保全を図る。災害弔慰金の支給、被災者
の住宅援助（家賃相当額の補助）

一般 法令に特に定めのないもの

6,029

災害救助法事務

被災者 災害弔慰金（1件）　5,000千円
（審査会事務、相談業務あり）
災害扶助費　8,8千円

23,034千円043100-601-01
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